
令和５年第２回都城市議会定例会（６月）

別冊(予算関係議案)

（議案第６５号～第６６号、議案第７０号～第７１号）
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議案第６５号 

 

専決処分した事件の報告及び承認について 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、令和４年度都城市一般会計補正予

算について別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づき報告し、そ

の承認を求める。 

 

   令和５年６月１２日提出 

 

 

                    都城市長  池 田 宜 永 
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専決第５１号 

 

   専決処分書 

 

 下記の事項について、地方自治法第１７９条第１項の規定により議会を招集する

時間的余裕がないと認め、専決処分する。 

 

記 

 

   令和４年度都城市一般会計補正予算（別紙） 

 

 

   令和５年３月３１日専決 

 

 

                    都城市長  池 田 宜 永 
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   令和４年度都城市一般会計補正予算 

 

 令和４年度都城市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５９３，６０５千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２７，９７６，４１１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

   令和５年３月３１日 

 

 

                    都城市長 池 田 宜 永     
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期　　間 限　度　額 期　　間 限　度　額

未来の人材確保に向けた奨学金
返還支援補助金

令和５年度から
令和２５年度まで

17,346
令和５年度から

令和２５年度まで
23,047

第２表　　債 務 負 担 行 為 補 正

（単位：千円）

事　　　　　項
補　　正　　前 補　　正　　後
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限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

千円

災害復旧事業費 536,400 

学校教育施設等整備事業費 177,500 

一般補助施設整備等事業費 459,500 

計 1,173,400 

証書借入又は
証券発行おお

　１０.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金、地方公共
団体金融機構資金及
び銀行等引受資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

　政府資金、地方公
共団体金融機構資金
及び県貸付金につい
ては、その融通条件
により、銀行その他
の場合には借入先と
協定し、その条件に
従うものとする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借換え
ることができる。

第３表　地　方　債　補　正

起　債　の　目　的
補　　　　　正　　　　　前
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限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

千円

災害復旧事業費 532,300 

学校教育施設等整備事業費 153,200 

一般補助施設整備等事業費 427,100 

計 1,112,600 

証書借入又は
証券発行おお

　１０.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金、地方公共
団体金融機構資金及
び銀行等引受資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

　政府資金、地方公
共団体金融機構資金
及び県貸付金につい
ては、その融通条件
により、銀行その他
の場合には借入先と
協定し、その条件に
従うものとする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借換え
ることができる。

起　債　の　目　的
補　　　　　正　　　　　後
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（当該年度変更分） （単位：千円、％）

国県支出金 地方債 その他

50 10 令和

４年度 440,813 38,111 47,600 0 355,102 0 0 440,813 440,813 0 45.1

５年度 535,876 101,891 134,400 0 299,585 0 0 0 0 535,876 54.9

計 976,689 140,002 182,000 0 654,687 0 0 440,813 440,813 535,876 100.0

（変更前） （単位：千円、％）

国県支出金 地方債 その他

50 10 令和

４年度 440,813 51,622 71,900 0 317,291 0 0 440,813 440,813 0 45.1

５年度 535,876 101,891 134,400 0 299,585 0 0 0 0 535,876 54.9

計 976,689 153,513 206,300 0 616,876 0 0 440,813 440,813 535,876 100.0

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

年　度 年割額

左の財源内訳

特 定 財 源

当 該 年 度

支 出 予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 出 予 定 額

　
乙
房
小
学
校
建
設
事
業

 
教
育
費

 
小
学
校
費

 
小
学
校
費

 
教
育
費

翌 年 度
以 降
支 出 予 定 額

　
乙
房
小
学
校
建
設
事
業

款 項
事
業
名

翌 年 度
以 降
支 出 予 定 額

一般財源

全  体  計  画

前 前 年 度
末 ま で の
支 出 額

前 年 度
末 ま で の
支出(見込)額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率

年　度 年割額

左の財源内訳

特 定 財 源
一般財源

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支
出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに
事業の進行状況等に関する調書

款 項
事
業
名

全  体  計  画

前 前 年 度
末 ま で の
支 出 額

前 年 度
末 ま で の
支出(見込)額

当 該 年 度

支 出 予 定 額

当 該 年 度
末 ま で の
支 出 予 定 額
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１　当該年度変更分 （単位：千円）

限 度 額

期　　間 金　　額 期　　　　間 金　 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

23,047
令和５年度から

令和２５年度まで
23,047 0 0 23,047

（変更前） （単位：千円）

限 度 額

期　　間 金　　額 期　　　　間 金　 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

17,346
令和５年度から

令和２５年度まで
17,346 0 0 17,346

未来の人材確保に向けた奨学金
返還支援補助金

0

事　　　　　　　項

未来の人材確保に向けた奨学金
返還支援補助金

0

の　支　出　予　定　額支 出 （ 見 込 ） 額

当　該　年　度　以　降 左　　の　　財　　源　　内　　訳

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

の　支　出　予　定　額 一 般
財 源

一 般
財 源

特　　　定　　　財　　　源

事　　　　　　　項

前 年 度 末 ま で の 当　該　年　度　以　降 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 特　　　定　　　財　　　源

前 年 度 末 ま で の

-31-



-32-



議案第６６号 

 

専決処分した事件の報告及び承認について 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、令和５年度都城市一般会計補正予

算について別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づき報告し、そ

の承認を求める。 

 

   令和５年６月１２日提出 

 

 

                    都城市長  池 田 宜 永 
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専決第３号 

 

   専決処分書 

 

 下記の事項について、地方自治法第１７９条第１項の規定により議会を招集する

時間的余裕がないと認め、専決処分する。 

 

記 

 

   令和５年度都城市一般会計補正予算（別紙） 

 

 

   令和５年４月２７日専決 

 

 

                    都城市長  池 田 宜 永 
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   令和５年度都城市一般会計補正予算 

 

 令和５年度都城市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２８９，６０６千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９７，９８７，５４８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

   令和５年４月２７日 

 

 

                    都城市長 池 田 宜 永     
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【　一般会計　】

１　一般職
 (1)　総括

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1,130 )
1,403

( 1,129 )
1,403

( 1 )

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

1,955,249 11,996,627

補正後

補正前

比　較

1,039,111

1,037,994

1,117

3,791,708 10,043,696 1,955,490 11,999,1865,212,877

給　　与　　費

1,201 2,318 241 2,559

5,212,877 3,790,507 10,041,378

　ア 会計年度任用職員以外の職員

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 83 )
1,241

( 83 )
1,241

( )

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

比　較 1,050 1,050 1,050

1,685,315 10,154,007

補正前 4,926,025 3,541,617 8,467,642 1,685,315 10,152,957

給　　与　　費

補正後 4,926,025 3,542,667 8,468,692

時間外
勤務手当

(千円)

補正後 647,183

補正前 646,133

比　較 1,050

職

員

手

当

の

内

訳

区　分

給　　与　　費　　明　　細　　書

時間外
勤務手当

期末手当

(千円) (千円)

補正後 648,768 1,281,053

補正前 647,718 1,280,902

比　較 1,050 151

職

員

手

当

の

内

訳

区　分
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【　一般会計　】

　イ 会計年度任用職員

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1,047 )
162

( 1,046 )
162

( 1 )

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

比　較 1,117 151 1,268 241 1,509

270,175 1,845,179

補正前 1,037,994 286,852 248,890 1,573,736 269,934 1,843,670

給　　与　　費

補正後 1,039,111 286,852 249,041 1,575,004

期末手当

(千円)

補正後 231,078

補正前 230,927

比　較 151

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

(2)　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

増 減 額

(千円) (千円)

時間外勤務手当の増 1,050

区　　分
増減事由別内訳

説　　明 備　　考

職員手当 1,050 1,050
そ の 他 の
増 減 分
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議案第７０号 

 

   令和５年度都城市一般会計補正予算（第２号） 

 

 令和５年度都城市の一般会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８０６，９４４千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９８，７９４，４９２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

   令和５年６月１２日提出 

 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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55 国庫支出金 18,571,375 806,944 19,378,319

10 国庫補助金 10,165,791 806,944 10,972,735

97,987,548 806,944 98,794,492歳　        　入　        　合        　　計

第１表　歳入歳出予算補正

歳　入

款 計補　正　額

 千円  千円

項 補正前の額

 千円
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15 民生費 36,781,312 806,944 37,588,256

5 社会福祉費 16,351,606 806,944 17,158,550

97,987,548 806,944 98,794,492

補　正　額

 千円

歳　       　　出　　       　合      　 　　計

歳　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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【　一般会計　】

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　一般職
 (1)　総括

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1,132 )
1,403

( 1,130 )
1,403

( 2 )

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

1,955,490 11,999,186

補正後

補正前

比　較

1,040,318

1,039,111

1,207

3,793,662 10,046,857 1,955,755 12,002,6125,212,877

給　　与　　費

1,954 3,161 265 3,426

5,212,877 3,791,708 10,043,696

　ア 会計年度任用職員以外の職員

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 83 )
1,241

( 83 )
1,241

( )

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

比　較 1,800 1,800 1,800

1,685,315 10,155,807

補正前 4,926,025 3,542,667 8,468,692 1,685,315 10,154,007

給　　与　　費

補正後 4,926,025 3,544,467 8,470,492

時間外
勤務手当

(千円)

補正後 648,983

補正前 647,183

比　較 1,800

職

員

手

当

の

内

訳

区　分

時間外
勤務手当

期末手当

(千円) (千円)

補正後 650,568 1,281,207

補正前 648,768 1,281,053

比　較 1,800 154

職

員

手

当

の

内

訳

区　分
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【　一般会計　】

(2)　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

増 減 額

(千円) (千円)

時間外勤務手当の増 1,800

区　　分
増減事由別内訳

説　　明 備　　考

職員手当 1,800 1,800
そ の 他 の
増 減 分

　イ 会計年度任用職員

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1,049 )
162

( 1,047 )
162

( 2 )

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

比　較 1,207 154 1,361 265 1,626

270,440 1,846,805

補正前 1,039,111 286,852 249,041 1,575,004 270,175 1,845,179

給　　与　　費

補正後 1,040,318 286,852 249,195 1,576,365

期末手当

(千円)

補正後 231,232

補正前 231,078

比　較 154

職
員
手
当
の
内
訳

区　分
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議案第７１号 

 

   令和５年度都城市一般会計補正予算（第３号） 

 

 令和５年度都城市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７０５，９０１千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９９，５００，３９３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

２ 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

   令和５年６月１２日提出 

 

 

                  都城市長  池 田  宜 永  
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55 国庫支出金 19,378,319 68,874 19,447,193

10 国庫補助金 10,972,735 68,874 11,041,609

60 県支出金 8,633,859 205,176 8,839,035

10 県補助金 2,311,759 204,826 2,516,585

15 委託金 394,851 350 395,201

70 寄附金 1 1,717 1,718

5 寄附金 1 1,717 1,718

75 繰入金 19,031,583 314,334 19,345,917

10 基金繰入金 18,978,615 314,334 19,292,949

85 諸収入 4,136,022 400 4,136,422

25 雑入 2,359,561 400 2,359,961

90 市債 4,045,845 115,400 4,161,245

5 市債 4,045,845 115,400 4,161,245

98,794,492 705,901 99,500,393

項 補正前の額

 千円

歳　        　入　        　合        　　計

第１表　歳入歳出予算補正

歳　入

款 計補　正　額

 千円  千円
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10 総務費 17,469,593 301,338 17,770,931

5 総務管理費 15,542,874 291,933 15,834,807

15 戸籍住民基本台帳費 921,538 9,405 930,943

15 民生費 37,588,256 1,547 37,589,803

5 社会福祉費 17,158,550 209 17,158,759

10 児童福祉費 17,407,804 150 17,407,954

15 生活保護費 3,015,462 1,188 3,016,650

20 衛生費 6,237,898 4,500 6,242,398

5 保健衛生費 3,908,179 4,500 3,912,679

30 農林水産業費 3,584,920 4,272 3,589,192

5 農業費 2,995,697 4,272 2,999,969

35 商工費 6,818,272 25,648 6,843,920

5 商工費 6,818,272 25,648 6,843,920

40 土木費 9,703,375 79,530 9,782,905

15 河川費 121,687 50,000 171,687

20 都市計画費 5,390,228 29,530 5,419,758

45 消防費 2,123,685 1,390 2,125,075

5 消防費 2,123,685 1,390 2,125,075

50 教育費 7,166,266 12,943 7,179,209

歳　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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5 教育総務費 790,491 200 790,691

15 中学校費 765,675 261 765,936

20 社会教育費 1,330,569 12,482 1,343,051

55 災害復旧費 228,567 274,733 503,300

10 農林水産施設災害復旧 126,640 274,733 401,373

費

98,794,492 705,901 99,500,393

計

歳　       　　出　　       　合      　 　　計

 千円  千円  千円

款 項 補正前の額 補　正　額
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（単位：千円）

期　　間 限　度　額

農業水路等長寿命化・防災減災事業　山仁田
地区　水路トンネル工事

令和６年度 181,359

農業水路等長寿命化・防災減災事業　山仁田
地区　水路トンネル工事　施工監理業務委託

令和６年度 300

第２表　　債 務 負 担 行 為 補 正

事　　　　　項
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期　　間 限　度　額 期　　間 限　度　額

小規模団地造成事業　基本計画
及び基本・実施設計業務委託

令和６年度 42,654 令和６年度 83,525

小規模団地造成事業　水源開発
調査業務委託

令和６年度 11,364 令和６年度 14,000

第３表　　債 務 負 担 行 為 補 正

（単位：千円）

事　　　　　項
補　　正　　前 補　　正　　後
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限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

千円

一般補助施設整備等事業費 456,600 証書借入又は
証券発行おお

第４表　地　方　債　補　正

起　債　の　目　的
補　　　　　正　　　　　前

　１０.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金、地方公共
団体金融機構資金及
び銀行等引受資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

　政府資金、地方公
共団体金融機構資金
及び県貸付金につい
ては、その融通条件
により、銀行その他
の場合には借入先と
協定し、その条件に
従うものとする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借換え
ることができる。
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限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

千円

一般補助施設整備等事業費 572,000 証書借入又は
証券発行おお

起　債　の　目　的
補　　　　　正　　　　　後

　１０.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金、地方公共
団体金融機構資金及
び銀行等引受資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

　政府資金、地方公
共団体金融機構資金
及び県貸付金につい
ては、その融通条件
により、銀行その他
の場合には借入先と
協定し、その条件に
従うものとする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若
しくは低利に借換え
ることができる。

-65-



-66-



-67-



-68-



-69-



-70-



-71-



-72-



-73-



-74-



-75-



-76-



-77-



-78-



-79-



-80-



-81-



-82-



-83-



１　当該年度追加分 （単位：千円）

限 度 額

期　　間 金　　額 期　　　　間 金　 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

181,359 令和６年度 181,359 132,392 0 8,167

300 令和６年度 300 219 0 81

２　当該年度変更分 （単位：千円）

限 度 額

期　　間 金　　額 期　　　　間 金　 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

83,525 令和６年度 83,525 0 0 83,525

14,000 令和６年度 14,000 0 0 14,000

（変更前） （単位：千円）

限 度 額

期　　間 金　　額 期　　　　間 金　 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

42,654 令和６年度 42,654 0 0 42,654

11,364 令和６年度 11,364 0 0 11,364
小規模団地造成事業　水源開発
調査業務委託

0

事　　　　　　　項

小規模団地造成事業　水源開発
調査業務委託

0

の　支　出　予　定　額支 出 （ 見 込 ） 額

小規模団地造成事業　基本計画
及び基本・実施設計業務委託

0

の　支　出　予　定　額 一 般
財 源

特　　　定　　　財　　　源

農業水路等長寿命化・防災減災事業
山仁田地区　水路トンネル工事

農業水路等長寿命化・防災減災事業
山仁田地区　水路トンネル工事
施工監理業務委託

0

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　　　項

前 年 度 末 ま で の 当　該　年　度　以　降 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 の　支　出　予　定　額 一 般
財 源

40,800

左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 特　　　定　　　財　　　源

前 年 度 末 ま で の 当　該　年　度　以　降 左　　の　　財　　源　　内　　訳

0

一 般
財 源

特　　　定　　　財　　　源

事　　　　　　　項

前 年 度 末 ま で の

小規模団地造成事業　基本計画
及び基本・実施設計業務委託

当　該　年　度　以　降
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【　一般会計　】 【　一般会計　】

給　　与　　費　　明　　細　　書

１　一般職
 (1)　総括

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1,137 )
1,406

( 1,132 )
1,403

( 5 )
3

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

給　　与　　費

51 4,616 919 5,535

5,212,877 3,793,662 10,046,857

3,793,713 10,051,473 1,956,674 12,008,1475,214,847

1,970

1,955,755 12,002,612

補正後

補正前

比　較

1,042,913

1,040,318

2,595

通勤手当

(千円)

補正後 75,687

補正前 75,636

比　較 51

職

員

手

当

の

内

訳

区　分

通勤手当

(千円)

補正後 11,017

補正前 10,966

比　較 51

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

　ア 会計年度任用職員

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1,054 )
165

( 1,049 )
162

( 5 )
3

(　　　)内は、短時間勤務職員に係るもの。

給　　与　　費

補正後 1,042,913 288,822 249,246 1,580,981 271,359 1,852,340

補正前 1,040,318 286,852 249,195 1,576,365 270,440 1,846,805

比　較 2,595 1,970 51 4,616 919 5,535
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